
様式第４（第24条関係） 様式第４（第24条関係）
電磁的記録媒体提出票


フレキシブルディスク提出票


年 月 日 年 月 日
原子力規制委員会 殿 原子力規制委員会 殿

住 所 住 所
氏 名（法人にあつては、その名称及び代表者の氏名） 


氏 名（法人にあつては、その名称及び代表者の氏名）


核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（又は使用済燃料の再処理の事業に関
する規則）第 条第 項の規定により


提出すべき書類に記載すべきこととされている事項を記

録した電磁的記録媒体


を以下のとおり提出いたします。

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（又は使用済燃料の再処理の事業に関
する規則）第 条第 項の規定による届出に際し


提出すべき書類に記載すべきこととされてい

る事項を記録したフレキシブルディスク


を以下のとおり提出いたします。
本票に添付されている電磁的記録媒体


に記録された事項は、事実に相違ありません。 本票に添付されているフレキシブルディスク


に記録された事項は、事実に相違ありません。

１ 電磁的記録媒体


に記録された事項 １ フレキシブルディスク


に記録された事項
２ 電磁的記録媒体


と併せて提出される書類 ２ フレキシブルディスク


と併せて提出される書類
備考１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 備考１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 法令の条項については、当該届出又は提出


の適用条文の条項


を記載すること。 ２ 法令の条項については、当該届出


の適用条文名


を記載すること。
３ 「電磁的記録媒体


に記録された事項」の欄には、電磁的記録媒体


に記録されている事項

を記載するとともに、２以上


の電磁的記録媒体


を提出するときは、電磁的記録媒体


ごとに
整理番号を付し、その番号ごとに記録されている事項を記載すること。

３ 「フレキシブルディスク


に記録された事項」の欄には、フレキシブルディスク


に記録さ
れている事項を記載するとともに、二枚以上


のフレキシブルディスク


を提出するときは、
フレキシブルディスク


ごとに整理番号を付し、その番号ごとに記録されている事項を記載
すること。

４ 「電磁的記録媒体


と併せて提出される書類」の欄には、本票

に添付されている電磁的記


録媒体


に記録されている事項以外の事項を記載した書類を提出する場合にあつては、その
書類名を記載すること。

４ 「フレキシブルディスク


と併せて提出される書類」の欄には、当該届出の際に本票


に添
付されているフレキシブルディスク


に記録されている事項以外の事項を記載した書類を提

出する場合にあつては、その書類名を記載すること。
５

氏名を記載し、押印することに代えて、署名することができる。この場合において、署
名は必ず本人が自署するものとする。

［加える。］

６

該当事項のない欄は、省略すること。 ５


該当事項のない欄は、省略すること。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

別 表 第 五 実 用 発 電 用 原 子 炉 の 設 置 、 運 転 等 に 関 す る 規 則 の 一 部 改 正 に 関 す る 表 （ 第 一 条 関 係 ）

改 正 後 改 正 前

（ 電 磁 的 方 法 に よ る 保 存 ） （ 電 磁 的 方 法 に よ る 保 存 ）

第 六 十 八 条 法 第 四 十 三 条 の 三 の 二 十 一 に 規 定 す る 記 録 は 、 前 条 第 一 項 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 事 項

に つ い て 、 そ れ ぞ れ 同 表 中 欄 に 掲 げ る と こ ろ に 従 っ て 、 電 磁 的 方 法 （ 電 子 的 方 法 、 磁 気 的 方 法

そ の 他 の 人 の 知 覚 に よ っ て 認 識 す る こ と が で き な い 方 法 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に よ り 記 録 す る こ

と に よ り 作 成 し 、 保 存 す る こ と が で き る 。

第 六 十 八 条 法 第 四 十 三 条 の 三 の 二 十 一 に 規 定 す る 記 録 は 、 前 条 第 一 項 の 表 の 上 欄 に 掲 げ る 事 項

に つ い て 、 そ れ ぞ れ 同 表 中 欄 に 掲 げ る と こ ろ に 従 っ て 、 電 磁 的 方 法 （ 電 子 的 方 法 、 磁 気 的 方 法

そ の 他 の 人 の 知 覚 に よ っ て 認 識 す る こ と が で き な い 方 法 を い う 。 ） に よ り 記 録 す る こ と に よ り 作

成 し 、 保 存 す る こ と が で き る 。

﹇ ２ ・ ３ 略 ﹈ ﹇ ２ ・ ３ 同 上 ﹈

（ 報 告 の 徴 収 ） （ 報 告 の 徴 収 ）

第 百 三 十 六 条 発 電 用 原 子 炉 設 置 者 は 、 工 場 又 は 事 業 所 ご と に 様 式 第 二 に よ る 報 告 書 を 、 気 体 状

及 び 液 体 状 の 放 射 性 廃 棄 物 に 含 ま れ る 放 射 性 物 質 の 種 類 別 の 年 間 放 出 量 、 固 体 状 及 び 液 体 状 の

放 射 性 廃 棄 物 の 保 管 量 等 、 使 用 済 燃 料 の 貯 蔵 量 等 、 放 射 線 業 務 従 事 者 の 一 年 間 の 線 量 分 布 並 び

第 百 三 十 六 条 発 電 用 原 子 炉 設 置 者 は 、 工 場 又 は 事 業 所 ご と に 様 式 第 二 に よ る 報 告 書 を 、 放 射 線

業 務 従 事 者 の 一 年 間 の 線 量 に 係 る も の に あ っ て は 毎 年 四 月 一 日 か ら そ の 翌 年 の 三 月 三 十 一 日 ま

で の 期 間 に つ い て 、 そ の 他 の も の に あ っ て は 毎 年 四 月 一 日 か ら 九 月 三 十 日 ま で の 期 間 及 び 十 月
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